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子会社の異動（株式譲渡）に伴う特別損失の発生及び子会社の商号変更に関するお知らせ 

 

 当社は、平成 22 年 2 月 12 日開催の取締役会において、当社連結子会社である㈱シンセイ福岡

の株式の譲渡及び子会社の商号変更に係る事項を決議いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ．㈱シンセイ福岡の株式の譲渡について 

１．株式譲渡の理由 

㈱シンセイ福岡は、福岡県を中心としてコンクリート二次製品の製造・販売を行っており

ますが、当社グループとしての相乗効果が中長期的に望めないと判断したことから、同社の

早期の売却または清算を検討してまいりました。 

その結果、同社の従業員等による事業継続の希望を尊重し、EBO（エンプロイー・バイアウ

ト）方式により当社の所有する同社の全株式を譲渡することといたしました。 

  なお、本株式譲渡により、同社は当社の連結子会社に該当しなくなります。 

 

２．異動する子会社の概要 

（１）名 称 ㈱シンセイ福岡 

（２）所 在 地 福岡県宮若市小伏 1841-1 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 西田裕俊 

（４）事 業 内 容 コンクリート二次製品の製造・販売 

（５）資 本 金 10 百万円 

（６）設 立 年 月 日 平成 20 年３月 

（７）大株主及び持株比率 ㈱デイ・シイ（100％） 

（８）当該会社の最近事業年度における業績の動向 

 平成 21 年 3 月期  

売 上 高  274 百万円

売 上 総 利 益 8 百万円

営 業 利 益 8 百万円

経 常 利 益 5 百万円

当 期 純 利 益 △198 百万円

純 資 産 △188 百万円

総 資 産 56 百万円

※当該会社は平成 20 年３月設立のため、業績の動向は１事業年度分を記載しております。 

 

 

 



３．株式譲渡先の概要 

（１）名 称 ㈱シンセイ西日本 

（２）所 在 地 福岡県宮若市小伏 1841-1 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 壇 稔 

（４）事 業 内 容 コンクリート二次製品の製造・販売 

（５）資 本 金 １百万 

（６）設 立 年 月 日 平成 22 年２月 

※当該会社は平成 22 年２月設立のため、業績の動向の記載はありません。 

 

４．譲渡株式数及び譲渡前後の所有株式の状況 

（１）異動前の所有株式数 490 株 

（２）異動株式数 490 株（無償譲渡） 

（３）異動後の所有株式数 － 株（所有割合 0％） 

㈱シンセイ福岡は平成 22 年 2 月 15 日に増資（290 百万円）により 290 株の新株を発行す

ることとしており、当社は増資額の全額を引き受けることとしております。これに伴い、

当社の所有株式数は 490 株となりますが、その全株式を譲渡いたします。 

 

５．日程 

（１）取締役会決議 平成 22 年 2 月 12 日 

（２）株式譲渡契約締結 平成 22 年 2 月 12 日 

（２）株式譲渡日 平成 22 年 2 月 22 日（予定） 

 

 ６．今後の見通し 

本株式譲渡に伴い、連結業績で子会社株式売却損 108 百万円が発生する見込みであります。 

個別業績においては、子会社株式売却損 104 百万円が発生する見込みであります。 

なお、通期業績予想（連結・個別）は上記損失を織り込み済みであるため、業績予想に与

える影響は軽微であります。 

 

Ⅱ．子会社の商号変更 

 １．変更の理由 

コンクリート二次製品の販売会社である㈱シンセイから製造会社である㈱シンセイ群馬へ

営業権を譲渡し、製造と販売を一体とすることで事業のスリム化を図ることといたしました。 

これに伴い、両社の商号を変更するものであります。 

 

２．当該子会社の概要及び新商号 

Ⅰ．現商号 ㈱シンセイ ㈱シンセイ群馬 

Ⅱ．代表者 代表取締役社長 西田裕俊 代表取締役社長 西田裕俊 

Ⅲ．所在地 神奈川県川崎市川崎区東田町８ 群馬県渋川市渋川 3675 

Ⅳ．主な事業 コンクリート二次製品の販売 コンクリート二次製品の製造 

Ⅴ．資本金 5,000 万円 1,000 万円 

   

Ⅵ．新商号 ㈱新生産業 ㈱シンセイ 

  

３．変更日 

   平成 22 年４月１日 

 

以 上 


